



















するために、 料金の値上げに踏み切る自治体が多い。また、 自治体の中には工水事業を休止し、 
関連施設用地を太陽光発電など他の用途に切り替えて累積赤字を解消しようとする動きもある（4）。




1974 年の基本水量日量 369,933 m3 をピークに、国の産業立地政策や公害規制の強化による工場
の都外への転出、水使用の合理化の進行等による減少傾向が続いており、2016 年には基本水量
日量 36,700 m3 にまで落ち込んだ。利用者についても同様の傾向にあり、1974 年に約 650 件いた











































































　東京都の工水事業の基本水量や利用者は 1964 年の給水開始以降、1979 年代をピークに減少傾
向にあった。東京都は 1997 年に実施された消費税増額に伴い工水を含む水道事業の増額改定を
行った。ただし同年 3 月、都議会は長期化する景気低迷をふまえ、中小零細企業が多い用水型皮
革関連企業に対する特別の減免措置を講ずべきとの付帯決議を行った（11）。2001 年 3 月、これを
受けて都議会は東京の地域経済や都民生活の状況を考慮し、減免措置の継続を求める決議を行






民党の議席数は定数 127 議席中、1997 年が 54 議席、2001 年が 53 議席、2005 年が 48 議席、
2009 年が 38 議席であった（13）。2005 年からは民主党が躍進し、2005 年に 35 議席、2009 年には




これを受けた総務局は、2006 年 7 月に策定した「行財政改革実行プログラム」の改革事項とし
て、「事業の廃止などを含めた抜本的な経営改革について、水道局など関係各局で検討」を進め
る（16）と宣言した。









来的な事業のあり方などについて検討」すると記載された（19）。2008 年 6 月の実施状況報告では、
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　2012 年 12 月に猪瀬が東京都知事となるが、猪瀬知事は自身の資金提供問題によって 2013 年
12 月に辞任した。猪瀬都政下で行われた 2013 年の選挙では自民党が圧勝して 59 議席を獲得し、
民主党は 15 議席まで落ち込んだ（24）。このように、東京都の議会は基本的には自民党が多数を占

















歴任し、 財政分野に精通していることから、 2016 年 7 月に財務局長に抜擢された人物である（28）。
　こうして、2014 年 12 月、財務局が中心となって「工業用水道事業のあり方に関する有識者委
員会」（委員長：井手秀樹・慶応大学名誉教授。以下「有識者委」と略記。）を設置し、学識経験
者 3 名の他、弁護士・公認会計士・一級建築士の各 1 名を委員とした。有識者委は 2014 年度か
ら 2018 年度までに全 5 回開催され、2018 年 6 月に報告書が取りまとめられた。以下では、有識
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者委での議論の状況や取り巻く環境について述べる（29）。










る。有識者について 2015 年内に 4 回程度の会合を開き、年末に最終報告書を取りまとめる予定
であった。第 2 回会合は同年 5 月から 6 月を想定していた。しかし、同年に施行された「水循環
基本法」に基づく水循環基本計画策定の影響により、実際に第 2 回会合が開かれたのは同年 9 月
にずれ込んだ。これ以降、想定していたスケジュール通りには有識者委が開かれず、最終的に報
告書をまとめたのは 2018 年となった。


























政党の議席を見ると自民党が 59 議席、公明党が 23 議席、共産党が 17 議席、民主党が 7 議席で
あった。このように、当初の議会は首長提案を否決できる状況にあり、首長のリーダーシップに
よる政策決定が難しい状況だった。しかし、この状況は 2017 年 7 月 2 日に行われた東京都議会
議員選挙で大きく変わった。小池知事が代表を務めた地域政党「都民ファーストの会（以下、
「都民ファ」と略記。）」が 49 議席を獲得し、都議会第 1 党となった。この結果、東京都議会の主

















































を抑えられるよう、 区としても支援策を考えたい」 と語った（46）。これについては、 荒川区の総務
企画課も 「施設の大規模改修と併せて水道管を敷設するなど経費を抑えたい」 と話しており（47）、
各区とも上水道に切り替えた場合の水道料金の増加や水道管設置コストの発生等に懸念を示し
た。また、2018 年 6 月 4 日に都が工水利用者を対象に開催した説明会では、利用者から「倒産
に追い込まれる」、「1 日 60 トンの水を使う。値上げは死活問題」と批判が噴出した（48）。
3.5　都工水廃止条例に関する議会での議論と条例の可決






　2018 年 9 月 19 日に開会した第 3 回都議会定例会で、小池知事は所信表明の中で都工水廃止条
例の上程に触れ、その際に問題となる従来の利用者への支援について「……利用者の皆様への支
援をきめ細かく進めてまいりたいと思います」と述べた（51）。2018 年 9 月 20 日、都議会におい
て、公営企業委員会と財政委員会の理事で構成する協議会が開かれ、都工水廃止条例は両委員会
による連合審査会で議論することになった。都議会における連合審査会は 2014 年 9 月に開催し





















































（ 1 ） 本稿は、2019 年 11 月 3 日に行われた「日本政治法律学会第 4 回研究大会」の報告論文を基に加
筆・修正したものである。




（ 3 ） たとえば、栃木県では 2010 年に同県高根沢町のキリンビール栃木工場の撤退によって、工水の利
用が激減するため、「企業局事業等あり方検討会」を発足させて、工業用水道のあり方に関する報告
書をまとめた（『読売新聞』2009 年 12 月 19 日）。
（ 4 ） 『日経産業新聞』2013 年 8 月 1 日。
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（ 5 ） 工水事業の廃止は 2015 年の茨城県日立市が初めてである。ただし、日立市では工水事業の利用者
がいなくなったための廃止であり、東京都のように利用者が存在した状況での廃止ではない。
（ 6 ） 工水は 2018 年時点において、荒川沿いの墨田区、江東区、北区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾
区および江戸川区の 8 区ならびに練馬区の一部に供給していた。
（ 7 ） ただし、工水の一部は雑用水として集合住宅のトイレ用水等に使用されているため、そうした住宅
に住む住民にとっては、若干の影響を受ける。東京都を例に取ると、2017 年の基本水量日量で約
10％である。
（ 8 ） 「政策廃止」は policy termination の訳語であるが、「政策終了」という用語を用いる研究（岡本 
2003；三田 2012 等）もある。本稿は、柳（2018）にならい、「意図的な終了」という考えにふさわ
しい訳語として termination を「廃止」として採用する。
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